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経 済論叢(京 都大学)第146巻 第1号,ユ990年7月

「産 業 構 造」 と価 格 分 析

瀬 地 山 敏

1「 小 体 系 」 と 「垂 直 的 統 合 」

主 著 『商 品 に よ る商 品 の生 産』 に お い て ス ラ ッフ ァは,商 品の 生 産 過 程 が相

互 に連 関 す る ネ ッ トワー クの 中 で,商 品 の 価 格 決 定 を論 じた 。 い わぼ 諸 産 業 の

「共 時 的 」 な連 関 を考 慮 に入 れ た価 格 理論 を展 開 した の で あ るが,第6章 で は

価 格 を生 産 費 の 側面 か ら考 察 し,こ の 側 面 か ら諸 産 業 の連 関 を 「通時 的」 な連

関 に読 みか え て,価 格 を 「日付 の あ る労 働 量 」 に 「還 元 」 す る とい う試 み を行

っ た。 あ る生 産 物 は,1期 前 に生 産 され た 生 産 手 段 に労 働 を結 合 して生 産 され

る が,そ の生 産 手段 自体,生 産 手 段 と労 働 を結 合 して2期 前 に生 産 され る。投

入 と産 出 を この よ うに 時 間 的 に さか の ぼ っ て,日 付 の あ る労 働 量 に還 元 し よ う

と い うの が,ス ラ ッフ ァの と った 手 続 で あ る。 この 手続 きは 見方 をか えれ ば,

経 済 体 系 の 中 か ら,問 題 の生 産 物 を生 産 す る に必 要 十 分 な諸 産業 を,必 要 十分

な規 模 で切 りと って くる こ と に等 しい 。 ス ラ ッフ ァは一 純 生 産物 の生 産 をめ ぐ

る この 自己補 填 的生 産体 系 を,「 小 体 系 」(Sub-system)と 呼 ん で い る。 あ と

で説 明 す る よ う に,経 済 の 全 体 系 は純 生 産 物 の数 だ け の 「小 体 系 」 に 正確 に分

解 す る こ とが可 能 で あ る。

経済 体 系 を 「小体 系」 に分 割 す る とい う この 方 法 はパ シネ ッテ ィに よ り,純

生 産物 にか ん す る諸 産 業 の 「垂 直 的 統 合 」(VerticalIntegration)と して定 式

化 され,価 格 と投下 労働 の関 係 を一 般 的 に分 析 す るの に適 用 され たD。

Dパ シ ネ ッ テ ィの 「垂 直的 統 合」 に つ い て は,`TheNotionofVerticu【Integration',Metroeco-

nomicaXXV.1973(こ れ は彼 の 編 集 に な るEssaysontheTheoryofJointProduction,1980

に収 め られ て い る),LecturesontheTheoryofProduction,1977お よびStructuralChange

andEconomicGrowth,198互 を参 照 さ れ た い。



「産業構造」と価格分析(125)125

と こ ろで これ らの 「小体 系」,「垂 直 的 統 合 」 とい う概 念 は,そ の定 義 よ り推

.測 で き るよ うに,あ る純 生 産 物 を 自己 補 填 的 に あ る い は 自己 完結 的 に 再生 産 で

き る諸 産 業 の構 造 を 明 らか に す る。 す なわ ち純 生 産 物 ご との 「産 業構 造」 で あ

る と考 え る こ とが で き る。 した が って あ る純 生 産 物 にか ん して,こ れ を年 次毎

に比 較 す れ ば,一 国 にお け る産 業 構 造 の発 展 を,そ の生 産 物 の生 産 をめ ぐる諸

産 業 の連 関 を正 瑠 と反 映 した形 で 説 明 す る こ とが 可 能 に な る。 ま た 同 じ生 産物

にか ん して 国毎 に それ を計 測 す れ ば,産 業 発 展 の2国 間 比 較 を従 来 よ り も よ り

正 確 な根 拠 を も って,行 う こ とが で き よ う。 こ の概 念 を この よ うに産 業発 展 の

「測 度 」 と して用 い る こ との長 所 は.次 の よ うに考 えれ ば い っそ う明 白に な る。

あ る純 生 産 物 の直 接 的 な生 産 過 程 だ け をみ て,そ の時 間的 変 化 や2国 間 の比

較 を行 な う とす れ ば,直 接 的 生 産 過 程 に もちい られ る投 入 財 が い つれ も他 の諸

産 業 で生 産 され て い る点 を見 過 す こ と にな る。 た と えて い え ばわ れ わ れ は,木

を見 る と同 時 に森 も見 な けれ ば,そ の直 接 的生 産 過 程 の パ フ ォー マ ンス を 正 し

く分 析 で きな い の で あ る。 これ に対 し直接 的 生 産 過 程 も他 の諸 産 業 の生 産 過程

も,同 時 に忠 実 に表 現 す る方 法 が あ る。精 密 な 産 業 連 関 表 が そ うで あ る。 しか

し この 方 法 は 精 密 写 真 が そ うで あ る よ うに,そ れ だ けで は森 と木 の関 係 を読 み

と る には 適 当 で は な い。 森 と木 の 関 係 を正 し く理 解 す る た め には,精 密写 真 を

加 工 して.森 と木 の構 造 的 関係 を導 出 す る必 要 が あ る。 産 業 連 関 表 の「三 角 化 」

は そ の よ うな試 み の ひ とつ で あ り,こ れ に よ り経済 全 体 の諸 産 業 を巨 視 的 な投

入,産 出 関 係 の中 に位 置 づ け,1次 産 業,2次 産 業 とい う分 類 よ り も,よ り正

確 な産 業 発 展 の比 較 が可 能 と な った2)。 「小体 系」,「 垂 直 的統 合」 もそれ を経

験 的 研 究 に適 用 す る には 産 業 連 関表 の分 析 よ り計測 す る ので あ るが.「 三 角化 」

とは 異 な り,個 々 の純 生 産 物 を 中心 に,そ の生 産 に 直接 ・間 接 に必 要 な諸 産 業

を切 り とっ て く る とい う方 法 に よ り.特 定 の生 産 物 にか んす る生 産 過 程 を構 造

的 に比 較 で きる,と い う利 点 を も って い る。

「小 体 系 」,「垂 直 的統 合」 とい う概 念 を 「産 業 構 造1と して,実 証 的 研 究 に

2)こ の点についてほ瀬地山(1989)で.も っと詳 しく論 じている。
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利用したものに,モ ・グリアーう シニスカ・レ・の研究がある3>・従来商品の

国際的特化 を説明す るのに,.その商品を直接に生産する生産過程の,資 本 ・労

働比率および賃金率など1ご注 目してきたが,彼 等はその商品を純生産物として

生産する 「垂直的統合」を算定 し,そ の産業構造全体のR&Dと 国際的特化の

関係を明らかにしょ.うとした。またわれわれは.韓 国の主要商品に か ん す る

「垂直的銃創 を競争型 ・非競争型の産業連関表か ら計測 し 韓国の高度成長

過程における 「産業構造」の変化,そ の自立性および 「産業構造」全体 を考慮

に入れた労働生産性などにかんし検討を行.ってきた4)。

しか しこれ らの研究はいずれ も,産 業連関表が金額表示で作成されているた

めに,「 小体系」,「垂直的統合」が本来意図していた価格分析を行っていない。

金額表示では,「 数量」 と 「価格」を分離できないからである。 もし実質化さ

れた 「産業構造」を計測することが可能になり,そ の変化と価格の変動の関係

を分析することができれば,経 済発展の解明にとってきわめて有益であると思

われるが,そ れを可能にする産業連関表は残念なが らいままで作成されなかっ

た。 ところで韓国銀行は,経 済成長と発展にかんする長期分析.潜 在的生産能

力にかんする研究 経済予測および開発計画の樹立等のために,経 常価格基準

の産業連関表とあわせて,不 変価格基準の産業連関表の作成が必要であると考

え,1989年12月 に 『1975-1980-1985年 接続不変産業連関表』を公表した。

韓国銀行はこの産業連関表 をもとに,最 終需要がひきお こす生産 ・付値価値 ・

輸入誘発効果や影響力係数,感 応等係数の計測を行ない.韓 国経済の分析を行

なっている。

これ らの産業連関効果の分析は,経 常価格基準の産業連関表を利用して,従

来行われてきた方法であるが,不 変価格による産業連関表作成によってほじめ

3)モ ミグ リアニニシ ニス カル コは,生 産物 の国際的時化 を説 明す るのに,そ の産業 を個別 的に見

るのではな く,そ の生産物 を生産す る 「垂直的統 合」 の中で行われ るR&D(そ れ に従事 する労

働 者数で測定)と の関係で説 明 してい る。

4)瀬 地山(1988),(・989)。 また韓福 相 「鯉 帷 瀬 見 産業離 の鋸 分折」(1989)も 接近

方法は異なるが,同 じ問題意識 にそ った研 究である。
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て可 能 に な る価 格 分 析 につ い て は,い まだ 着 手 され て い な い。 本 稿 の 目的 は,

世 界 的 に 見 て 貴重 な この 産 業 連 関 表 の特 性 を生 か して,1975年 か ら85年 にお よ

ぶ10年 間 の韓 国経 済 の 発 展 に と もな う価 格 変 動 の分 析 を行 う こ とで あ る。 次 第

で、 韓 国 の不 変 産 業 連 関 表 と本 稿 で用 い る モ デ ル に つ い て説 明 し,欝 血 節 で は

それ を も と に,対 象 とす る10年 間 の価 格 変 動 の要 因分 析 を行 な う。 本 稿 で は と

りあ えず 価 格 変動 にか ん す る計 測 結 果 の紹 介 に と どま ら ざ るを え な い が,こ れ

らの 計測 結果 は韓 国 の 財政 ・金 融 政 策 の動 向 とあ わ せ.て検 討 すれ ば,韓 国 経 済

の発 展 に つ い て.従 来 よ り もよ り正 確 な理 解 が え られ るはず で あ る。 これ らの

点 に つ い て は 第IV節 で,簡 単 にふ れ る こ とにす るQ

II韓 国の不変産業連関表

1.不 変産業連関表の産出量と付加価値 産業連関表は,産 出としては最終需

要部門投入としては雇用者報酬,営 業利潤などの付加価値を含む,諸 セクター

間の投入 ・産出の連関を示す ものである。こめ連関を不変価格基準で実質化し

ようとすれば,各 部門に固有の物価指数を用いねばならないから,経 常価格基

準では容易に成立する行と列の整合性が,成 立 しなくなる。不変産業連関表で

はその整合性 を保証するために,産 出量 と付加価値を次のように定義 ・計測し

ている。

まず,第 ∫部門の投入 ・産出活動を経常価格基準で示すと,

Xゴ=EX,;,十Fノ 十Eノ .(1)j
X;=Σ:Xi/4十 Σ】X々四十75(2)

`

ただ しX;:プ 部 門 の 産 出 額,X;;ノ 部 門 が2p1!門 か ら購 入 す る投

入 額,あ る い は ゴ部 門 の ブ部 門 に 対 す る販 売 額,君=ノ 部 門 に対

す る最 終 需 要 額,E,:ノ 部 門 の 輸 出 額,驚:ノ 部 門 の 付 加価 値 額,

添 字4,魏 は それ ぞれ 国 内,輸 入取 引 を示 す

これ に対 し.ノ部 門 の不 変 産 出量)ぴ(添 字cは 実 質 値 を意 味 す る)お よび不 変

付 加 価 値V;`は.
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X,`≡ Σ(xノ/齢+Fノ/汐 吾E,桝(3)ご
巧 ・≡x,・一 Σ(x瀞 ～〉一 Σ(x瀞 、幌)(4)

ゴ

で 定 義 され て い る(た だ し ρノ,クノ,♪ノ は そ れ ぞ れ 第 ゴ財 の国 内 ・輸 出 ・輸

入 価 格 で あ る)。 した が って まず 不 変 産 出量X!を 定 義 し,そ のXノ か ら,輸

入 を含 む 実 質 中 間 消 費 を控 除 した 残 り と して実 質付 加価 値yノ を定 義 す る と

い う方 法 を もち いて,(1),(2.)に み られ る行 と列 の整 合性 を えて い る こ とに

な る。

この不 変 産 出 量 を もち い れ ば,不 変(実 質)投 入 係 数 は次 の よ うに 算定 で き

る 。 ま ず実 質 国 産投 入 係 数 αfノ,実 質 輸 入 投 入 係 数 砺 切 は それ ぞれ,

α,〆二(dノ ρの/X;`

αで」¶=(xゴ 」泓/P、解)/X,`

で あ る。 したが って 競 争 型 の 実質 投 入 係数 αり は

α,」=αiノ十αノ酷

で あ る。

2.X,`の 「価 格」 と ρノ,ρ!の 関 係 不 変 産 出量 ゐ定 義 式(3)に み られ る よ

うに,実 質 産 出量 を算 定 す るに.は,国 内価 格 と輸 出価 格 を用 い ね ば な らな い。

した が ってX;`の 「価 格」 とみ なす べ きX;/X,`と ρノ,ρ,εは 異 な る もの で

あ る こ とに 注意 して お く必 要 が あ る。 これ らの諸 価 格 の 関係 は 次 の よ うに して

導 か れ る。

(3)の 両 辺 に ρノ をか け,(1)を 考 慮 す れ ぼ,

がx角 革x、吾F舟E'+E;(募 一1)

;x・+Eべ 舞 一1)

・x
、一・,・xた ・・(欝 一・)(・)

す なわ ちX/X!,♪ 〆 が 一 致 す るの は,国 内価 格 と輸 出価 格 が 等 しい 場 合 に限

られ る。

/



「産業構造」と価格分析(129)ユ29.

3.パ シ ネ ッテ ィの 「垂 直 的統 合」 と価 格 体 系 韓 国 銀 行 の 『接 続 不 変 産 業 連

関 表 』 は,1で 紹 介 した定 義 に も とづ き,各 年度 の部 門統 合 を統 一 し,さ らに

1985年 度 価 格 を基 準 に して,1975年,1980年,1985年 の経 常価 格基 準 の産 業 連

関 表 を接 続 ・不 変 化 した もの で あ る。 わ れ わ れ は この 接 続 不 変 表 を用 い て,価

格 分 析 を行 うので あ る が,そ の 前 に パ シネ ッテ ィの 「垂 直 的 統 合」 につ い て簡

単 に 述 べ てお こ う。

複 数 の 産 業 よ りな る経 済 の数 量 体 系 は 次 の よ う に表 現 で き る。

[1一4コX=y

a,%=L

AX=S

た だ しA:砺 を 成分 と す る 行 列(1:単 位 行 列)X:生 産 量

(ベ ク トル),五:総 労 働 投 入 量,5;Xを 生 産す るの に必 要 な期

首 の 流 動 資 本 ス トッ ク(ベ ク トル),α 。:財1単 位 の生 産 に必 要

な労 働投 入量(ベ ク トル)

い ま 第 ゴ財 につ い て のみ 純 生 産 物 を生 産 し,他 財 に つ い て は 純生 産物 が0と

い う仮 想 的 な ケ ー ス を考 え よ う。 そ の と きの純 生 産物 ベ ク トル を}「`と す れ ば,

Y`を 生 産 す る に必 要 な総 産 出量(ベ ク トル)X',総 労働 量L`,流 動 資 本(ベ

ク トル)5`は それ ぞ れ 次式 で も とめ られ る。

X`=[1-A]一1r`

LLαo[1-A]一1Y`

5」A[1-A]一1野

この 仮想 的 な 生 産 体 系 は,純 生 産 物yゴ を過 不 足 な く生 産 で き る完 結 した生 産

シス テ ム で あ る。 した が っ て こ の シ ス テ ム を純 生 産 物 で 言を生 産す る諸 産 業 の

構 造,す なわ ち 「産 業 構 造 」 とみ なす こ とが で き よ う。 ま たEY"=Y,EX'=

X,EL'=L,Es^=sで あ る こ とが わ か るか ら,経 済 は 最 終 生 産 物 ごと の 「産

業構 造」 に分 解 す る こ とが 可 能 であ る。

α。[1一ム]一1を ッ,∠4[1-A]一 艮をHと す れ ば,η の第 歪成 分v;,Hの 第 ゴ列
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瓦 は そ れ ぞ れ,純 生 産 物 ゴを1単 位 生 産 す るの に直 接 ・間接 に 贈 要 な 労 働 量

と,同 じ く第 孫 屯生 産 物1単 位 を生 産 す るの に 直接 ・間 接 に必 要 な 流 動 資 本

(ベ ク トル)を 意 味 して い る、 この(v,,昆)を バ シ ネ ッテ ィ.は第 ゴ純 生 産 物

の 「垂 直 的 統 合 」 と呼 ん で い るが,わ れ わ れ は これ を第 」純 生 産 物 に か んす る

「産 業 構 造 」 と呼 ぶ こ とに し よ う。η,の 逆 数 は純 生 産 物 ∫の 生 産 に か んす る

い わ ば トータ ル な労 働生 産 性 を示 し,ま たH;は 純 生 産 物 ガの生 産 を シス テ ム

と して 可能 にす る資 本 財 の 集 合 を意 味 す る か ら,こ れ らは 生 産技 術 の 水 準 を構

造 的 に反 映 した す ぐれ た 指 標 で あ る。 ま た τ,.H;は 技 術 進 歩 が 生 じれ ば.そ

れ に応 じて 変 化 す る こ と も明 らか で あ ろ う。

と こ ろ で生 産 の数 量 体 系 に対 して,価 格体 系 は 次 の よ う に,示 す こ とが で き

る。

♪=α。"+pA÷ πρA

上 式 に お い て ♪は価 格(ベ ク トル),四 は 賃 金 率 π は利 潤 率 で あ る。 こ の

体 系 で は 競 争 に よ り賃 金,利 潤 率 は それ ぞれ 均 一 で あ る と仮 定 され て い る。'価

格体 系 を η,Hを もちい て 書 き な おす と,

♪一脚+躍 ・(6)

で あ る。

4.価 格 変 動 の要 因分 析 純 生 産 物 ゼに つ い て だ け で な く,純 生 産 物 ゴを生 産.

す る に直 接 ・間接 に 必要 な資 本 財H;に つ い て も そ れ を生 産 す る 「産 業 構 造 」

を考 え る こ とが で き る。 この よ うに,垂 直 的 統 合 を次 々 と高 次 化 す る こ とに よ
ノ

り,パ シネ ッテ ィは価 格 が 賃 金 と利 潤 の 和 に究 極 的 には 分 解 され る こ とを論 証

した 。(6)の 価 格 方 程 式 は また 価 格 が 利 潤 率,賃 金 率 等 の 分 配 要 因,お よ び

η,1τ 等 の 産 業 構 造 あ る いは 産 業 技 術 の要 因 に よ り.ど うい う影 響 を受 け るか

とい う問 題 の 分 析 に もち い る こ とが で きる。(6)よ り

助 ÷り[1+πHコ 紬+四 ηH」 π

十吻加[1十 πH]十 ωワπ4H.(6)「

が え られ る が.右 辺 の 第1,2項 は 賃 金,.利 潤 率 とい う分 配 要 因 の肇 化 に よ る
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価 格 変動 の大 き さ を示 し,第3,4項 は η,Hと い う産 業 構 造 要 因 あ るい は 産

業技 術 要 因 の 変化 が ひ きお こす 価 格 変 動 を説 明 して い る。 其 時点 間 の経 済 の変

化,つ ま り経 済発 展 に と もな う価 格 の変 動 を解 明す るた め に は,わ れ わ れ は 基

本的 に は この 関係 式 を利 用 しな けれ ば な らな い。 この価 格 変 動 の 分析 に は この

よ う に実 質投 入 係 数%が 不 可 欠 で あ る が,韓 国銀 行 の 『接 続 不 変 産 業 連 関 表 』

は そ れ をは じめ て 可能 に して い る。

皿 計測モデルと結果

1.価 格 方程 式 の導 出75年 か ら85年 に い た る韓 国 の経 済 発 展 とそ れ に と も な

う価 格変 動 を分 析 す る の に,わ れ われ は(6)お よび(6)'の 関 係 式 を も ち い る

の で あ るが,そ れ を接 続 不 変 連 関 表 か ら導 くに は,い くつ か の工 夫 が 必 要 で あ

る。 まず(6)の 形 の価 格 方 程 式 を導 く。

ΣXノ=Σ 拶 α!Xノ
`ゴ

ΣX!;ΣPfη α`」切Xノ'己
V;=(Σ ρ、α,ノXノ`+Ep;一a,.'X,')㌃

``

十囮5αoゴXゴo

に 注 目 し て(2)を 書 き な お す と

(Σ 露4傷 ノ+Σ 少♂α,ナ川)(1+π,)+ω μ じ∫'

一♪ノー劃 郎一1)

で あ る。 い ま輸 出価 格 ρノ と国 内価 格 ρノ を等 しい と仮 定 す れ ば5),X;=ρ ノ

Xノ`で あ るか ら,次 の価 格 体系 が 導 か れ る。

(2)♂A4十メ)加A皿)(1十π)十αo種z=ρ(7)

た だ し 〆 は 国 内価 格 ベ ク トル,グ は 輸 入 価 格 ベ ク トル.溜 は 国 産 品 の 投

入 係 数 行 列,・4朋 は輸 入 品 の投 入 係 数 行 列,α 。は 労 働 投 入 係数 ベ ク トル,II,W

は それ ぞれ,各 部 門利 潤 率,各 部 門 賃 金 率 を対 角 成 分 とす る対 角 行 列 で あ る。

5)輸 出価格指数をえられないので.こ れが許容できる仮定であるかどうかは残含ながら不明であ

る。
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と こ ろ で(7)に 示 され て い る よ うに,現 実 の経 済 に お い て は,各 部 門 の賃 金

率,利 潤 率 は 異 な って い る。 この こ とは労 働 の ば あ い.同 一 時 間 の 労働 が 異 質

で あ るか,あ るい は異 な った能 率 の も とで労 働 が お こ なわ れ て い る こ とを意 味

す る。 この こ とを考 慮 してWを 次 の よ うに変 換 し よ う。

…[ .

1型

万

妙 計 ・
た だ し

痂=Σ 働 ノη(平 均賃 金率)
ロ

叫淵
利潤率についても同様 の変換を行なう。

…[都 ・計 ㎡

た だ し

π=Σ πノπ(平 均 利 潤 率)
ゴ

岳[淵
この と き

A♂π=

π 且
一=r-an

π

ax一=一all

π

n,

「=一a.,
π

π鱈
「=一.α12
π

π2
-422π

ay
74"2
π

π"
一=一 α1昂

π

s4
-Q4.π

π曜
7α π"π
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とな るが,わ れ わ れ は これ を同 一 財 が部 門 に よ り異 な った能 率 で運 用 さ れ て い

る とみ な す わ けで あ る。

こ の よ うに 現 実 にお け る労 働,資 本g部 門 間 に お け る能 率 の 違 い を考 慮 に い

れ て,パ シネ ッテ ィの ワ,Hを 次 の よ うに再 定 義 す る必 要 が あ る。

の=α01π[1-A∂]一1

H=溜 π[1一 浬 ユー1

これ ら の定 義 を もち い て(7)を 展 開す れ ば,

〆=を 碗+元 〆H+グA吐1-Ad一 且

十 死グ ム㎜1τ[1-A4]一1

が成 立す る。 輸 入 を考 慮 して い るた め に 複 雑 に見 え るが,こ れ は本 質 的 に(6)

と同 じ価 格方 程 式 で あ り,こ れ を解 いて

〆=励[1一 充H]　 1十p-A-C7-A4]一 旦[1一多H]畦

十 死ρ皿Aり7[1一 溜]一 工[1一死H]一1

が得 られ る。

次 に これ を もちい て 価 格 変 動 を,分 配 要 因,産 業構 造(技 術)要 因,輸 入 要

因 の 変 化 に も とづ い て 説 明 しよ う。

い まp^AmCI-A4]一 」M、,ρ 切A餌π[1-Ad]一1=M』6)と す れ ば,上 の価 格 方

程 式 は

〆 ÷ 面多[1十 π1羽 十M1[1十 πHコ

十掴 』[死[1十π珂 コ

とい う近 似 式 に な る。 した が って,

の4÷4(あ5)[1+死 司+面 甜[■+死H]
r

十dM,[1÷ 元月日十璃41十 死司

+∠M2陸[1+πHコ]+ハ あ4[π[1+元 旦]コ

この式 を展 開 して要 因 ご とに 整 理 す れ ば次 の よ うに な る。

6)MIは 輸入誘発係数で あ り,

映 した輸入誘発係数 である。

M,は 輸入財利用の各産業 にお ける効率性 の違いを,追 加的 に反
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a賃 金 要 因4面 価[1+死Hコ}

b利 潤 率 要 因 萄多4πH十M且4πH十 ルZ24π十M2∠ 死2H

c哲 要 因 面面[1+πH]

dH要 因 画諏4H十M14H十M2現4H

eM,,砥 要 因4ハ41[∫+元 耳]+4M2[死[1+売 切]

以 上 に よb,わ れ わ れ は(6)お よび(6)'に 相 当す る関係 を 導 い た こ と に な

る。

2.計 測 の 結 果7)不 変 連 関 表 は.161部 門,65部 門,.20部 門 の3種 類 が作 成 さ

れ てい るが,わ れ「わ れ は20部 門表 を 義ち い て,1975年 ～80年,1980年 ～85年 の

2期 に わ た る価 格 変 動 の 要 因 分 析 を行 な っ た。20部 門 の 産業 分類 は 次 の とお り

で あ る。

1農 林 水 産 品

2鉱 産 品

3食 飲 料 品

4繊 維 ・皮 革

5製 材 ・木 製 品

6紙 ・印刷 ・出 版

7石 油 化 学 製 品

20統 合 音βF『 表

8非 金属 製 品

9金 属一 次製 品

10金 属製 品 ・機械

llそ の他 製 造 業 製 品

12電 力 ・ガ ス ・水 道

13建 設

14卸 小 売

15飲 食 店 ・宿 泊

16運 輸 ・保 管 ・通 信

17.金 融 ・保 険 ・.不動 産

18公 共 行 政 ・国防

19そ の他 サ ー ビス

20そ の 他

測 定 結 果 を述 べ る ま え に,不 変 産業 連 関 表 に は そ の ま ま出 て こ な い 利 潤 率

川,α。の算 定 方法 を説 明 して お こ う。 ピ部 門 の利 潤 率 は,経 常価 格 基 準 の 産 業

連 関表 か ら,(6部 門 の附 加 価 値 一 ゴ部 門 の被 席巻 報 酬)を ゴ部 門 の 中 間 投 入

計 で割 って も とめ て い る 。平 均利 潤率 πは,こ うして もとめ た 各 部 門 の利 潤 率

の 平均 値 で あ る 。ラ を算 定 す る に は労 働 投 入係 数asを 算定 しな けれ ぼ な らな

い が,部 門 別 の被 庸 者 数 表 は な い。 しか し 多 を もとめ るの に被 庸 者 数 は わか

7)計 測は吉田雅明(専 修大),松 尾宏明(京 大大学院)の 両氏に負っている。
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らな くて もよ い。 なぜ な らば,

励=wa。 四:1一 座]開1=α 。w[∫一疋]71

で あ るが,αoμ,,は 経 常 表 に お け る ピ部 門 の 被 庸 者 報 酬 を ゴ部 門 の実 質 産 出量

で割 って 得 られ るか らで あ る。 こ うして もと めたa,Wを 平 均 賃 金 率 面 で わ

り,こ れ に[1一 浬 コ』1を か けれ ぼ 脅 に な る。 平 均 賃 金 率 は経 常 表 の被 庸 者 報

酬 計 を全 労 働 者 数 で割 った もの に ひ と しいか ら,多 の 算定 に賃 金 率 叫,部 門 別

の被 庸者 数 は 結 局 もち い らな くて もす む こ とに な る。

計 測 の 結 果 は1975年 ～80年 の 価 格 変 動 につ い て は表1に,ま た1980年 ～85年

の価 格 変 動 につ い ては 表2に 示 され て い る。 図1,図2は 表1,表2を そ.れぞ

表175-80価 格 変 動 要 因

賃金 要因 利潤率要因 動要因rH要 因 輸 入要 因 計

1

2

3

4

FD

O.520-0.116-0.490

0.408-0.048-0.128

0.351-0.099-0.229

0.284-0.066-0.127

0,178-0.035-0.045

0.087

0.051

0.036

0.014

0.002

0,183

0,089

0,199

0.198

0.312

0,175

0372

0.258

0.303

0.412

0.243

0.400

0.286

0.326

0.414

6

7

8

9

01

0,359-0.072

0.156-0.065

0.341-0.090

0.210-0.070

0.264-0.070

一 〇.170.0.020

-0 ,0580.014

一⑪.1300.022

-0 .0800.044

-0 .0980.035

0.183

0,264

0.220

0.256

0.203

0.320

0.311

0.363

0.360

0.334

0.340

0.372

0.391

0.411

0.383

1

2

3

4

5

ー

ユ

ー

1

1

0.310-0.080-0.116

0.239-0.105-0.077

0.424-0.075-0.179

0「385-0.119-0.129

0.333-0.091-0.08ユ

0.035

0.086

0.053

0.035

0.055

0.216

0.242

0.163

0.198

0.181

0.365

0、き85

0,386

0.370

0.397

0.401

0.448

0.423

0,37昌

0.437

6

7

8

9

0

ー

ユ

ー

1

2

0.303-0,086-0.108

0.319-0.085-0.081

0.383-0、030-0,176

0.4〔}3-0,041-0.145

0.354-0.091-0.204

0.000

0.107

0,〔)02

0.025

0,041

0.211

0.112

0.137

Mss

O.252

O.320

0.372

0.316

0.327

0.352

0.393

0.433

0339

0.344

0.394
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表280-85価 格 変 動 要 因

賃金要因 利潤率要因 影要因H要 因 輸入要因 計

10,227

20.358

30,216

40.207

5x-155

0.016

0.008

0,013

0.009

0.005

一 〇.104

-0 .ユ85

-0 .096

-0 .096

-0 .092

一 〇.001

0.044

0.009

0.006

0.037

0.082

0.070

0.099

6.145

0,064

0.220

0,293

0.241

0.271

0,ユ69

0,322

0.369

0.340

0.320

0,255

60,255

70.125

80,259

90.163

100.210

0,009

0.008

0.012

0,010

0.010

一 〇.137

-0 .058

-0 ,146

-0 .105

-0 .120

0.017

0,008

0.000

0.025

0,014

0.061

0.119

0.046

0.030

0.084

0.205

0.202

0.171

0.123

0,198

0.265

0.255

0.244

0,186

0.260

110.246

120,ユ93

130.317

140.293

ユ50.315

0.010

0,017

0.011

0,016

0.012

一 〇,104

-O .149

-0 ,210

-0 .166

-0,104

一 〇.0070.077

0.028-0.003

0.0090.040

0,0120.041

-0.0140.020

0,222

0.086

0.167

0.196

0.229

0.258

0,230

0,231

0.284

0.310

16.Q.243

170,321

ユ80.324

190.366

200.241

0.011

0.014

0,004

0,006

0.012

一 〇.116

-0 .122

-0 ,019

-0 .066

-0 ,098

0.034

0.008

0.016

0.032

-0 ,002.

0.053

0.044

0.080

0.031

0.026

0.225

0.265

0.405

0.369

0.179

0.290

0,363

0,433

0.432

0.258

れ 帯 グ ラフ で表 わ した もの で あ る。

表 の 各 列 は 左 か ら先 に述 べ た 各 要 因 が,価 格 変 動 に寄 与 した大 きさ を示 して

い る。 第6列 の 数 字 は これ らの要 因 が寄 与 した変 動 の合 計(lip)で あ り,第7

列 は 参 考 のた め にX/Xノ(ノ ≡1,…,20),す な わ ち第 ゴ部 門 の経 常 産 出(金 額 表

示 〉 を不 変 産 出 量 で割 った 「価 格 」 の変 動 分 を示 して い る。 皿1で 説 明 した よ

うに こ の 「価 格 」 とわ れ わ れ の計 測 す る 〆 は,定 義 よ り等 し くな らな い こ と

に注 意 しな けれ ば な らな い。 不 変 産 業 連 関表 は85年 の価 格 を1と して 作成 され

て い るか ら,表 の各 数 値 は85年 価 格 に対 す る各 年 度 の価 格 比 の変 化 を 表 わ して

い る。
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表1,2を 検 討 す る こ とに よ り,わ れ わ れ は 次 の よ うな分 析 結 果 を え る こ と

が で き る。

(a)賃 金要 因 と τ 要 因 の 重 要 性 価 格 変 動 の 大 き い産 業,小 さ い産 業 を75

-80 ,80-85の 両 期 間 につ い一⊂み一⊂み よ う。 第1期 につ い て い えば.価 格 変

動 は製 材 ・木 製 品,飲 食 店 ・宿 泊,建 設,電 力 ・ガ ス ・水 道,鉱 産 品,金 融 ・

保 険 ・不 動 産 の順 に大 きい 。 これ らの 産 業 は この 期 間 に,0,412か ら0.372の

変 動 を して い る。 これ に対 し価 格 変 動 の 少 な か った産 業 を低 い 順 か らあげ る と,

農 林 ・水 産 品0.175,食 飲 料 品0.258,石 油 化 学 製 品0.311,公 共 行政 ・国 防

0.316で あ る。 第 ■期 の80-85年 に お い て は,価 格変 動 の 大 きい産 業 は,公 共

行 政 ・国 防0.405,そ の他 サ ー ビス0.368,鉱 産 品0.293,繊 維 ・皮 革0.271,

金 融 ・保 険 ・不 動 産0,265の 順 で あ る。 価 格 変動 の少 ない 産業 は 金 属 製 品 ・機

械 の0,123と 筆 頭 に.建 設,非 金 属 製 品,そ の他,卸 小 売 の順 で あ る。

これ らの 変 動 を見 て す ぐわ か る よ うに,変 動 の大 きさ は,賃 金 要 因 と ラ要 因

に も とつ く変 動 の 相 対 的 大 きさ に よ り決 め られ て い る。 価 格 変 動 の大 きい産 業

は,平 均 賃 金 の上 昇 の影 響 を構 造 的 に大 き く受 け,同 時 に生 産 性 上 昇 の成 果 を

あ ま り受 け なか った 産 業 で あ る。 これ とは逆 に,価 格 変 動 の小 さい産 業 で は賃

金 要 因 の影 響 の大 きさ と相 殺 す るよ うに,構 造 的 な生 産 性 の上 昇 が み られ る。

75-80年 の製 材 ・木 製 品,石 油 化 学 製 品 の場 合 の よ うに,輸 入要 因 の 変 化 が

ひ きお こ した変 動 が重 要 な比 重 を占 め る ケー ス も あ るが,ほ とん どの場 合 に お

い て価 格 変 動 の大 きさ は,賃 金要 因 とそ れ を相 殺 す るは た らき をす る ∂要 因 の

相 対 的 大 きさ に よ って 決 定 され て い る とい え る。

(b)輸 入 要 因 の比 重 の低 下 輸 入 要 因 が価 格 変 動 に寄 与 した 大 き さ を.1、

夏期 につ い て比 較 してみ る と,す べ て の産 業 にお い て そ の 比 重 は 低 下 してい る。

輸 入 要 因 は 国産 品 の生 産 に よ って直 接 ・間接 に誘 発 され る輸 入 額 を意 味 す る か

ら,1期 か らH期 との こあ 比 重 の低 下 は,す べ て の産 業 に おい て輸 入 か ら自立

した産 業 構 造 が形 成 され つ つ あ る こ と を,価 格 の 次 元 で示 して い る。 わ れ わ れ

は先 に経 常 価 格 基 準 の 産 業 連 関 表 を もち びて,国 産 品 だ け で構 成 され るH、 と
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輸 入 品 もふ くめ たHを 比 較 す る こ とに よ り,自 動 車 電 子,電 気 機 械 の産 業

に お い て,最 終 生 産 物1単 位 を生 産 す る の に直 接 ・間接 に 必要 な(流 動)資 本

財 の 供 給 が 輸 入 依 存 か ら脱 却 しつ つ あ る こ と を論 証 したB)。 表1.2に お け る

輸 入 要 因 の ウ ェイ トの.変化 は,そ の論 証 を補 完 す る も うひ とつ の論 拠 を与 え て

い る とい え よ う9

(C)利 潤 率 要 因 の 注 目す べ き動 き1期 と■期 を比 較 す る と き,輸 入 要 因 の

比 重 の変 化 と と もに注 目す べ き事 実 は.利 潤 率 要 因 の寄 与 がす べ て の産 業 にお

い て,プ ラス か らマ イ ナ ス に変 化 して い る こ とで あ る。 これ は 簡 単 にい えば,

第1期 にお い て平 均 利 潤 率 は と昇 し,逆 に第2期 にお い て は 低 下 した こ とに も

とつ く もの で あ るが,平 均 利 潤 率 そ の もの の 動 き を こ こ で説 明す る用 意 が な い

か ら,韓 国経 済 の 全体 的 な解 明 を ま って 検 討 す べ き課 題 と して,と りあ えず 事

実 だ け を指摘 して お きた い 。

④ 脅,且 と 技 術 進 歩 投 入 産 出係 数 は そ の計 測 時 点 で の技 術 水 準 を反 映 し

た 諸 産 業 の連 関 を示 して い る が 故 に,き わ め て 重 要 なデ ー タで あ るが,こ の デ

ー タ は残 念 な が ら5年 の 間 隔 で しか公 表 され ない 。 しか しそ の期 間 内 に 聡 い て

も技 術 進 歩 は発 生 して お り,し た が って そ の 事 実 を どの よ うに取 扱 うか とい う

問題 は つ ね に 存在 す る。 パ シネ ッテ ィは そ の期 間 内 の分 析 をす るば あ い,Hを

不 変 とみ な し,年 々の 技 術 進 歩 を ηの変 化 で あ らわす とい う方法 を と った 。 年

年 の 技 術 進 歩 は 当然,投 入 産 出係 数 を変 化 させ るで あ ろ うが,そ れ ら の変 化 は

H≡A[1-4]一 ・ の 算定 に お い てた カミい に相 殺 され る と考 え られ・ これ に対 し

η≡α。[1-A]一1は α。の年 々 の変 化 を そ の まま反 映 す る と考 え られ る か らで あ

る。 そ の期 間 を こえ るい わ ば 長期 に視 野 を ひ ろげ る と.Hは 当然 変 化 し,先 に

述 べ た 自動 車,電 子 ・電 気 機 械 の ぼ あ い の よ うに.産 業 構 造 が変 化 して い る こ

と を伝 え る重 要 な指 標 に な る。 と ころ で長 期 の価 格 分 析 とい う次 元 か ら η とH

の 重 要 性 を みて み る と,表1.2に 見 られ るよ うに,9幸 配 的 な影 響 を与 え てい

るのは 哲要因の変化であ り,宜 要因の影響は相対的にきわめて小さい。 この

8)瀬 地山(1989)を 参照 され たい。
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こ とは す くな く とも価 格 分 析 にか んす るか ぎ り,短 期,長 期 と問 わ ず,労 働 の

構 造 的 生 産 性 に関 連 す る 暫 が,Hよ り も よ り大 きな影 響 力 を も って い る こ と

を意 味 す る。

(e)価 格 上 昇 幅 の 低 下1期 とH期 の価 格 上 幅 を比 較 して み る と,公 共 行

政 ・国 防,そ の 他 サ ー ビス の広 い意 味 で の サ ー ビス部 門 そ れ に農 林 水 産 品 を例

外 として,ど の産 業 部 門 に 胎 い て も上 昇 幅 は低 下 して い る。 なか で も75-80年

にお い て 価 格 上 昇 の大 きか っ た製 材 ・木 製 品.電 力 ・ガ ス ・水 道部 門 ぱ,■ 期

にお い て そ の上 昇 幅 は激 減 し,1期 に比 しそ れ ぞ れ41%.24%に な っ てい る。

これ に対 し上 昇 幅 は低 下 は した もの の1期 に く らべ それ ほ ど大 き くな い部 門は

食 飲 料 品 の93%を 筆 頭 に,繊 維 ・皮革89%,鉱 産 品79%金 融 ・保 険 ・.不動 産

71%で あ る。 これ らの部 門 は鉱 産 品 を の ぞ い て,生 活 に直 接 関 連 す る商 品 を供

給 して い るか ら,い わ ゆ る生 活 必需 品 の 領 域 で ひ きつ づ き価 格 上 昇 が お こ った

こ とに な る。

と こ ろで不 変 産 業 連 関表 の 作 成 され た75年,80年,85年 は それ ぞれ 第3次5

ケ年 計 画(1972～76年),第4次5ケ 年 計 画(1977～81年),第5次5ケ 年 計 画

(1983～87年)の 時期 に あ た って い る。 第5次5ケ 年 計 画 は83年 に ス タ ー トし

て い る か ら,計 画 が は じ ま6て2年 に しか な ら な い85年 の産 業連 関表 の計 数 は

第5次 計 画 の影 響 を十 分 に反 映 し てい る と は見 な しが た い。 した が って わ れ わ

れ が分 析 して い る価 格変 動 は ほぼ,第3次 計 画 と第4次 計画 の施 行 に よ る経済

の変 化 に対 応 して い る と考 え る こ とが で き よ う。 したが っで この2次 に わ た う

計 画期 間 の韓 国 経済 につ いて 簡 単 に説 明 してお く必 要 が あ る9)。 第2次 ま で の

5ケ 年 計 画 に よ り中 進 国 の発 展 段 階 に到 達 した と判 断 した韓 国 は,第3次 計 画

を 策定 して,輸 出 の 画 期 的 拡 大,重 化 学 工 業 の建 設,自 己補 填的 構造 の確 立 な

ど,い わ ゆ る韓 国 経 済 の 重 工 業 化 に の りだ して い る 。 しか し この 重化 学工 業 は

韓 国 経 済 の 実 力 か らみて 性 急 に過 ぎた 。 よ く知 られ て い る よ うに 性 急 な重 化 学

9)以 下で述べることに関係する文献については,瀬 地山(1989)で あげている。
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工 業 化 は,重 化学 工 業 の建 設 に必 要 な資 本,技 術,原 材 料 の海 外 依 存 を ひ きお

こ し,海 外 に対 す る累 積 債 務 な どの対 外 不 均 衡 を生 み だ した 。 ま た 重 化 学 工 業

化 に よ っ て形 成 され た生 産 能 力 は,そ の 販 路 を海 外 市 場 に も とめ ざ る を えず,

それ も技 術 の優 位 に立 脚 す る とい うよ り,安 い 賃 金,政 府 の包 括 的 な金 融 ・税

制 面 に お け る補 助 ・援 助 に 支 え られ た もの で あ った。 第4次 計 画 は この よ うな

第3次 計 画 が ひ きお こした 結 果 の反 省 に も とづ き,産 業 構 造 の 「全 般 的」 高 度

化 をは か りなが ら,経 済 の 自立 化 を確 立 し,能 率 の 向 上 技 術 革 新 を推 進 す る

こ とを 内容 とす る計 画 で あ った 。 つ ま り第4次 計 画 は韓 国経 済 が 再 度 重 化 学 工

業 化 に挑 戦 す る意 欲 を示 した もの であ った 。

この よ う に韓 国 経済 は 第3次,第4次 計 画 の下 に,雪 崩れ るよ うに 重化 学工

業 化 へ 傾 斜 して い くの で あ る が,こ の 積極 的 な 姿勢 は,外 資 の 導 入,技 術 の導

入 の面 か ら も うかが うこ とが で き る。 外 国 資本 に よ る直 接 投 資 を推 進 しよ うと.

す る政 策 は,す で に 第1次5ケ 年 計 画(1962～66年)の 最 後 の年 に出 発 し てい

る 。66年 の 「外 資 導 入 法 」 の制 度 が それ で あ るが,こ の 法 律 に よ り,(1)法 人

税 ・財 産税 ・取 得 税 ・配 当金 へ の 課 税 の5年 間 の免 除,(2)資 本財 に か んす る輸

入 関 税 お よ び借 款 供 与 者 へ の利 子 課 税 の免 除等 の特 典 が,外 国 人 投 資 に与 え ら

れ る こ とに な 。 た。.この政 策 に よ り第2次 計 画 期 第3次 計 画期 の外 国 人 投 資

は それ ぞれ359件(2億1858万7000ド ル),867件(8億7851万 ドル)で,第1

次5ケ 年 計 画期 の39件(474ユ 万1000ド ル)に く らべ,飛 躍 的 な増 加 に な って い

るQ

外 資 導 入 よ り一 時 期 の ラ グを も って 始 め られ た技 術 導 入 の 段 階 的 自 由化 政 策

の 効 果 も,第3次 計 画 お よび 第4次 計 画 の 時期 にい た っ て集 中 的 に現 われ て き

て い る。1978年 には じ ま った 第1段 階 の 自 由化 に よ り,第1次 計 画期33件,第

2次 計 画期285件 で あ った技 術 導 入 件 数 は 第3次 計 画期434件,第4次 計 画 期

1221件 と急 増 し,導 入 に か んす る 自動 認 可 事項 の 簡 素 化 が す す め られ た の に と

もな い,第5次 計 画期 は1986年 ま で に2071件 と急 増 を続 け た 。 これ らの導 入 は

業 種 別 に 見 る と,機 械,電 気 ・電 子,石 油 化 学,金 属 の順 に な っ て お り.急 速
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な重 化 学 工 業 化 を技 術 革 新 を支 え に 推 進 し よ う とした 姿 勢 が こ こに も うか が わ

れ よ う。

この よ うに 見 て く る と,75年 不 変 連 関 表 か ら80年 不 変 連 関 表 へ の推 移 は,第

3次5ケ 年 計 画 とそれ を担 い きれ なか った 韓 国 経 済 の構 造 的 脆 弱 さを示 して い

る はず で あ り,ま た80年 不 変 連 関 表 か ら85年 不 変 連 関 へ の推 移 は,第3次5ケ

年 計 画 の失 敗 を ふ ま えて,外 資 お よ び技 術 導 入 と促 進 した政 策 の成 果 に対 す る

評 価 を提 供 す るは ず で あ る。 この 点 にか ん して わ れ わ れ は次 の点 を指 摘 す る こ

とが で き る。

第 一 の点 は輸 入要 因 に か ん して で あ る。 第1表 よ りあ き らか な よ う に,75～

80年 期 に お い て,製 材 ・木 製 品 と石 油 化 学 製 品 の部 門 に お い て輸 入要 因 は,こ

れ らの部 門 の価 格 変 動 に 大 き な比 重 を示 して い る。 この事 実 は 両部 門 の 原 材 料

とな る資 源 お よび 石 油 化 学 部 門 のば あ い に は そ の プ ラ ン トの建 設 を含 めて,大

き く海 外 に 依 存 しなけ れ ば な らなか っ た こ とを物 語 って い る。 ま た 先 に指 摘 し

た よ うに,輸 入 要 因 の 価 格 変 動 に 占 め る比 重 ば,75～80年 期 に く らべ,80～85

年 期 に は どの 部 門 にお い て も低 下 して.いる。 この こ とは資 本 導 入,技 術 導 入 の

自由 化 政 策 が,産 業 構 造 の 自立 化(輸 入 代 替 化)に 貢 献 した こ と を,価 格 分 析

の 次 元 で 論 証 して い る とい え よ う。

次 に注 目す べ き点 は 資 本 導 入,技 術 導 入 の さ い,重 化 学 工 業 化 のか なめ とな

った 機 械,電 気 ・電 子,石 油 化 学,金 属 部 門 の パ フ ォー マ ン スで あ る。 第2表

に あ き らか な よ うに,金 属 製 品 ・機 械(こ の分 類 の 中 に 電 気 ・電 子 お よ び金 属

が 含 まれ て い る こ とに注 意)は,価 格 の パ フ ォ ーマ ンス にお い て す ぐれ た 結 果

を示 して い る。 また 石 油 化 学 製 品 は,輸 入要 因 に よ る不 利 な影 響 を受 け なが ら

も,価 格 変 動 のす くな い産 業 構 造 を,す で に75～80年 期 に形 成 しっ っ あ る こと

が,第1表 か ら うか が え る。

結 論 的 に い えば,価 格 変 動 の次 元 か らみ て,第3次5ケ 年 計 画 期 か ら第5次

5ケ 年 計 画 期 にい た る諸 政 策 は,韓 国経 済 の 自立 化 に寄 与 す る産 業 構 造 の 形 成

に 役 立 った と評 価 す る こ とが で き よ う。
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IV結 びにかえて

75年,80年,85年 の不 変 連 関 表 を も とに われ われ は価 格変 動 の 要 因 分 析 を行

な った が,こ の 価 格 分 析 は成 立 した価 格 を い わ ば事 後 的 に分 析 した もので あ っ

て,こ れ だ けで は価 格 そ の もの を説 明 で き ない 。 い いか えれ ば 韓 国経 済 に か ん

す る完 結 し たモ デル の一 部 で あ る はず の(7)を,事 後 的 に利 用 して,韓 国 経 済

に かん す る分 析 と評 価.を試 み た の で あ る。 この よ うな分 析 の 意 義 と位 置 づ け を

明確 に す る た め に,結 び にか えて,完 結 した モ デル の輪 郭 を な ぞ って お くこ と

に し ょう。 ま た この 目的 を よ り明 瞭 にす る た め に,以 下 で は 均一 な賃 金率 利

潤 率 を 仮定 して,あ り うべ き モデ ル を示 す こ とに し ょう。

P="αo十(1十 π)pA(8)

これ は こ とわ る まで もな く,わ れ われ が用 い た(7)と 同 じ もの で あ り,価 格 は

競 争 に よ り生 産 費 に美 し く決 定 され る とい う側 面 を あ らわ して い る。 一 方 価 格

は 生 産 物 に対 す る中 間需 要,消 費 需 要C,投 資 需 要1,政 府 支 出Gな ど総 需

要(ベ ク トル)の 大 き さ に よ っ て も影 響 を受 け る。 生 産 の技 術 的 係 数 αo,Aを

一 定 と し,あ と に述 べ る よ うに賃 金 を外 生 的 変 数 と して も,価 格 の 絶 対 水 準 は

総 需要 に よ って も規 制 され る か らで あ る。価 格 と需 要 の 関 係 は 次 式 に よ っ て示

す こ とが で き る。

[P]X詔[PコAX+δ+7+δ(9)

た だ し[P]は 価 格 を対 角 成 分 とす る対 角 行 列

総 需 要 の 中 で 政 府 需 要 は 外 生 的 に決 定 され る と仮 定 し よ う。 消 費 需 要 投 資 需

要(い ず れ もベ ク トル)に つ い て は賃 金,利 潤.利 子 率 に依 存 す るか ら,そ の

関 係 を次 の よ うに表 わ す 。

εi=σ伽 αoX,nPAX)(10)

ア=1(・,。).(11)

(11)は 投 資 関 数 に ほ か な らない が,こ の投 資 を行 な うた め の資 金 需 要 とそ れ に

対 応 す る資 金 供 給 の 関 係 を,
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∫(n,r)=0(13)

で示 す こ と に し よ う。 こ の関 係 綜 も し市 場 が 「完 全」 で あ れ ば π=rに よ って

お きか え る こ とが で き る。 さ ら に貨 幣 市 場 の需 給 関係 を 次式 で表 現 す る。

M=L(Y7,7)(13)

〕r=C十1十G`(14)

た だ しYは 最 終 需 要(ベ ク トル)

以上 が完 結 した モ デ ル の輪 郭 で あ る。 この モ デ ル に お い て 貨 幣 賃 金 率 恥 政

府 支 出(ベ ク トル)G,貨 幣 供emは 外 生 変 数 で あ る。 この 暫 定 的 なモ デ ル か

ら もあ き らか な よ うに.韓 国 銀 行 のr接 続 不 変 産 業 連 関表 』 は,(8),(9)に

よ る価 格分 析 を可能 にす る。 従 来 の経 常 価 格 基 準 の 産 業 連 関 表 だ け で は.た か

だ か(10)～(14)の 関係 を も ちい た分 析 しか で きず,し た が っ て 価 格 の パ フ ォ

ーマ ンス につ い て,体 系 的 な理 解 を え る こ とは で きな い だ ろ う。 この 意 味 で韓

国 の不 変産 業連 関表 は,生 産 誘 発 効 果,付 加 価 値 誘 発 効果,輸 入 誘 発 効 果 等 の

い わ ゆ る産 業連 関分 析 や 感応 度 係 数,影 響 力係 数 の分 析 な ど,従 来 の 分 析 方 法

を 『不 変表 』 に 適用 す る こ と に と どめず,価 格 分 析 を適 用 す る こ と に よ り,さ

らに そ の意 義 を深 め る こ とが で きよ う。 われ われ の分 析 は そ の 方 向 で の 最 初 の

試 み で あ る。

最 後 に韓 国経 済 の 体系 的 な分 析 を行 な うに あ た って 留意 しな け れ ば.な らない

点 と(v,H)に よ り経済 の技 術 進 歩 を分 析 しよ う とす る方法 に つ い て.今 後 の

検 討 課 題 を述 べ て お こ う。

特 定 の 国 の経 済 を分 析 す る に あた っ て、 投 資 が どの よ うに形 成 され るか が,

そ の経 済 の 特性 を きわ め る うえ で重 要 で あ る こ とに は だ れ も異論 を もた ない で

あ ろ う。韓 国 の ば あい そ の 特 性 は,公 金 融 市 場 と私 金融 市 場 が 併在 して,利 潤

率 と利 子率 の 関 係,お よ び投 資 決 定 の メ カ ニ ズム を複 雑 に して い る こ と で あ

る10>。公 金 融市 場 とは政 府 に よ る規 制 を受 け る,主 と して都 市 銀 行 を中 心 と し

ユ0)韓 国の金融市場 の二重 構造については,具 石模 「韓 国の私金市場 に関する研究 ユがパイナ ニア

リングな業績 である。 「残余市場仮説」.「分離市場仮 説」 もこの論文で提出 された仮説 である。
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た 金融 市 場 圏 で あ り,私 金融 市場 とは 通 貨 当局 の規 制 を受 け ない,初 歩 的 な個

人 信 用 市 場,契,非 公式 的 手 形市 場,私 債 市 場,私 設 金 融 会 社 な ど,総 じて競

争 的 な取 引 の行 われ る金 融 市 場 で あ る。 こ の よ うな二 つ の異 な った市 場 が 生れ

た の は,実 物 の 側面 にお け る韓 国 経 済 の成 長 が あ ま りに急 速 で あ るた め に,そ

れ を支 え る金融 の 側 の体 制 整 備 が 追 い つか な い た め で あ る とい わ れ て い る。二

つ の市 場 の 関 係 につ いて は,私 金 融 市 場 は公 金 融 市 場 の 残 余 部分 で あ る とみ る

「残 余 市場 仮 説 」 と私 金 融 市 場 を公 金 融 市 場 とは 異 な った 金 融 サ ー ビス を取 引

し てい る とす る 「分 離 市 場 仮 説 」 が あ って,対 立 した説 明 を して い る。 しか し

い ず れ に し ろ二 つ の市 場 で異 な っ た利 子率 が成 立 して お り.こ の こ とは投 資 決

定,利 潤 率 と利 子 率 の関 係,貨 幣 の需 要 と供給 につ い て,教 科 書 的 な分 析 を し

て は な らな い こ とを教 え て い る。(11),(12),(13)を 抽 象 的 な表 現 に した のは

そ のた め で あ り,モ デ ル に お い て 重要 な意 義 を 君つ これ らの 関 係 式 を,韓 国経

済 の現 実 を 導入 して 正確 に表 現 す る こ とは,今 後 の 重 要 な課 題 で あ る。

今後 の課 題 と して 留意 す べ き も うひ とつ の点 は,@,H)と 技 術 進 歩 の 関係

で あ る 。 パ シネ ッテ ィは88年 の論 文 に おい て,各 部 門 が 不 均 等 に成 長 す る経済

体 系 で の 「小体 系」 あ る いは 「垂 直 的 統 合 」 を考 案 し,わ れ われ が も ち い た

⑫,H)麺 拡張することによって,.さらに一般的な価値と価格の関係を論証し

て い るm。`growingsubsystems',`verticallyhyper…integratedsector'が

そ れ で あ る。 小 田は この 「超 垂 直 的統 合」 モ デ ル と技術 進歩 との 関 係 を検 討 し

て,注 目す べ き結 論 を ひ きだ して い る淘 。 現 代 の 技 術 進歩 が 「ジ ャス ト ・イ

ン ・タ イ ム方式 」 の よ うに,生 産 過程 にお け る時 間 の短 縮 とい う性 格 を も って

い る とすれ ば,そ の 技術 進歩 は ηの変 化 とな っ て は あ らわれ ず,「 超 垂 直 的 統

合 」 モ デ ル に お け るUの 変 化 と して あ らわ れ る とい うの が小 田 の主 張 で あ る。

した が って技 術 進歩 を正 し く評 価 す る に は,労 働 節 約 的技 術 進 歩,資 本 節 約 的

技 術進 歩 お よ び生 産 期 間 の短 縮 に導 く技 術 進 歩 の す べ て に 対応 して 減 少 す る

11)Pasinet吐(1988).

12)Oda(1990).
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「超 垂 直 的統 合」 モ デ ル に お け る"の ほ うが,生 産 期 間 の短 縮 と、・う技 術 進 歩

を反 映 で き ない,通 常 の 「垂 直 的 統 合 」 モ デ ル にお け る η よ り もす ぐれ た指 標

で あ る こ とを意 味 す る。

パ シネ ッナ ィの 労 働 価 値 説 にか んす る一 般 化 した論 証 も小 田 の主 張 も,最 終

財 に対 す る需 要 の 成 長 率 が(各 財 ご とに異 な る.とは い え)一 定 で あ る とい う仮

定 を認 めれ ば,正 当 な もの で あ る。 しか し この仮 定 が経 済 発 展 の プ ロセ ス に お

い て 経 験 的 に 妥 当す るか,ど うか は あ らた め て検 証 を必 要 とす るで あ ろ う。 ヴ

ァー ノソ の 「プ ロ ダ ク トサ イ クル仮 説 」 か ら も うか が わ れ る よ うに.個 別 商 品

の 需 要 の年 々 の成 長 率 は飽 和 点 に到 達 す るま で に,何 段 階 か の 変 動 をみ せ る の

が 普 通 で あ る。 ま た生 産 期 間 の短 縮 を通常 のUに 反 映 させ る こ とは.小 田が 行

な っ た の と同 じ手 続 で,生 産期 間 を考 慮 して 産 業 連 関 表 を書 き なお せ ば 可能 で

あ る。 いず れ に し ろ,こ の点 を め ぐる論 証 も次 の 検 討 の課 題 で あ る 。
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